
























































総選挙において過半数を制するには足りない候補者しか擁立できなかったことがその証拠であった。社会党 憲法改正阻止を自らの存在理由とした。そして、憲法改正発議 阻止するために必要な国会 三分 一の議席 確保するいう目標は、他の野党の議席も併せ 、おおむね成功してきた。　
革新政党が憲法政治を戦いの舞台にしたことにも理由はあった。戦後日本のデモクラシー体制は、第一次世界大戦































































〇年代後半に入ると、国際経済摩擦、プラザ合意以後の円高と経済構造 転換などの課題が現れ、さらに九〇年代に入るとバブル崩壊以後の経済 、少子化・高齢化対策、地球温暖化対策など、巨大な課題が続出し 日本政府の政策立案・実行能力が問われるこ となった。その際、五五年体制時代 立 主義を構成し 仕組み 、適切・有効な政策転換を阻む桎梏となった。　
自民党の派閥連邦体制はリーダーシップの欠如を招いた。省庁の縦割りと族議員体制の結合は、ゼロサム型の政策












リーダーシップと責任を明確 することが政治改革の主要なテーマとなり、行政機構における割拠主義 改めて、全体的視野から政策の方向付けと調整を行う権力中枢を作ること 行政改革の主要なテーマとなった。　
もちろん、巨大な疑獄事件に現れた政治腐敗が、制度改革を求める世論を大きくし ことは事実である。しかし、





私自身がこの時代になぜ制度改革を推進する議論 参加したかを説明しておか ければならない。権力の創出 集
中を図るための制度改革は、エリ トの発想である。それ 民主 義の観点から説明す 理屈は何だった か。　
一つの説明としては、政治エリートの間の競争を促進することが、代表民主政治や政党政治にとって必要だという








































いた。それらの機能を見ず、もっぱら弊害のみを批判する議論 中には 権力や多数派の意思が暴走して、立憲主義や基本的人権の土台を壊すという危機意識は存在 なかった えるだろう。民意を反映させるべき 観念 、司法部の改革にも広げられた。裁判員制度や検察審査会の権限強 、従来 エリート主義の牙城であった司法や検察にも、民意を反映する仕組みが導入された。　
メディアの役割も変化した。二〇〇〇年代 入ると、メディアは権力を抑制する「第四の権力」ではなく、権力と















験であったが、二〇〇九年からは三年間の野党経験を余儀なくされた。そ から、二度と政権を失いたくないという強い権力欲が生まれた そして、最大野党であった民主党 政権奪還の可能性を与えな ため、あらゆる手段をとるという政治姿勢 現れた。　
小選挙区制は第一党に大きなボーナスを与え、勝者皆取りの政治をも らす。自民党の政治家にとって野党の議員


























田赳夫は首相時代、日中平和友好条約を締結し、福田ドクトリン 打ち出し、憲法九条の精神に基づくアジア外交を唱えて、リベラルからも評価された。派閥の色分けはそ 単純なものではないということもできるのだろう。それにしても、政治の変化を説明する際には、制度改革の帰結や立憲主義と多数決支配の矛盾という上部構造と、政治家個人の信条やイデオロギーなど、政治の基層にある要素 両面が必要となるのであろう。　
安倍政権による立憲主義の揺さぶりという現実と過去二〇年余りの政治、行政の制度改革とを重ね合わせることか
らは、次のような結論を得られる。　
第一に、 は、政治、行政 制度改革が追求した権力の創出と集中を最もフルに活用してい 。制度の本来
の機能を活用することだけではなく、従来の首相が尊重してきた慣習法的なものまでも無視する点 、安倍政権の新しさである。九〇年代に制度改革を進めたときには 権力者が暴走す ことは想定されてい かった。　
第二に、安倍政権は小選挙区制がもたらした敵対の政治、勝者皆取りの政治をさらに推進している。小選挙区制に








六〇年代以降、憲法政治が沈静化したのは、巨大な国民運動の圧力によって自民党が回心し、戦後体制の正統性を承認したことを意味した。そして九〇年代の改革 当時は、自民党主流派、野党、論壇に、そのような意味で 憲法価値をめぐる合意が存在 ていた。　
それは、もともと戦後政治が保守 革新の両面におい 、戦争に対する反省を起点としていたことの反映であった。


























































結集した民間政治臨調（正式名は、政治改推進協議会）であった。佐々木はこの会議の議論の指導者であり、制度改革の提言は政党やメディアに大きな影響を与えた。学者が各界の指導的人物と共同で政治に対して提言を行うというのはそれまでにない運動 スタイルであった。この会議が目指したのは、進歩的知識人による自民党や官僚に対する批判ではなく、保守的エリートも巻き込んで制度変革を進めざるを得ないような世論を醸成する点にあったということが きる。また、権力の暴走を恐れる進歩派や、護憲派の政治批判ではなく、より有効な政策決定を可能にするための強力な政府の創出がこの会議の目指す改革 中身であった。佐々木の意図 つ ては、佐々木編『政治改革一八〇〇日の真実』 講談社、一九九九年）を参照。
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一九九〇年代前半に 私はいわば進歩派の側から ・ 制度の変 唱えたが、伝統的な憲法学者からは大きな批判を受けた。
本稿のテーマと直接関係しないが、憲法九条と自衛隊の関係について 当時の社会党 政権交代の主体とするために、伝統的な非武装論を捨て、宏池会の専守防衛路線 護憲の戦列を組み お 提言 、ほか 学者とともに、一九九三年三月に行ったことがある（参照、 「提言
　
平和基本法」 『世界』一九九三年四月号） 。これに対して、護憲派の政治学、憲法学の学者から批判が浴びせられた。当
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 has the institutional reform
 in the 1（（0s changed the party politics in Japan?
